
     北上都市計画区域用途地域の変更について 平成29年８月25日北上市決定 
 

用途地域の変更について 

  平成25年度に策定された北上市都市計画マスタープランの土地利用方針や一

部地域の土地利用の現状との整合性に対応するため、都市計画用途地域変更の

都市計画決定をするものである。 

 見直し検討の結果、以下の４地区について用途地域の変更をする。 
 

 

① 幸町地区(勤労者体育センター周辺)は、「街なか地区※１」として、諏訪町側の商業地域に面して

いる未利用地・低利用地のある部分を、土地の有効活用を促進するため、第一種住居地域から商業

地域へ変更する。 

 

② 若宮町地区(北上駅西南の工業地域)は、街なかのにぎわいや利便性を享受できる住宅地として土

地利用を図るため、工業地域から第二種住居地域へ変更する。 
 

③ 北鬼柳地区(曽山・柳田周辺)は、住宅地としての生活利便性を向上させ土地利用の促進を図るた

め、第一種低層住居地域から第一種中高層住居専用地域へ変更する。(都)飯豊赤坂線沿道及び（都）

舘曽山・林崎柳田線沿道は、都市計画道路計画線から 30ｍを第二種住居地域へ変更する。 

  ※今回の用途地域変更に併せ都市計画マスタープランの土地利用方針を一部変更する。 
 

④ 江釣子ショッピングセンター周辺地区は、「都市拠点（商業業務型）※２」として、にぎわいの創

出や利便性の向上を図るため、国道1 0 7号沿道を準工業地域から近隣商業地域へ変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

④地区名 ：江釣子ショッピングセンター周辺地区 
 旧用途 ：準工業地域 
 新用途 ：近隣商業地域 
 理 由 ：にぎわいの創出や利便性の向上 

③地区名 ：北鬼柳地区(曽山・柳田周辺) 
 旧用途 ：第一種低層住居専用地域 
 新用途 ：第一種中高層住居専用地域、第二種住居地域 
 理 由 ：住宅地としての生活利便性の向上と土地利用の促進 

②地区名 ：若宮町地区(北上駅西南の工業地域) 
 旧用途 ：工業地域 
 新用途 ：第二種住居地域 
 理 由 ：住宅地としての土地利用促進 

①地区名：幸町地区(勤労者体育センター周辺) 
 旧用途：一種住居地域 
 新用途：商業地域 
 理 由：土地の有効活用促進 
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北上都市計画決定の経緯の概要
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平成 29 年８月末に都市計画決定の告示予定。 

※（都)舘曽山・林崎柳田線の線型変更に伴う都市計画変更を同時に予定している。  

※ ③北鬼柳地区(曽山・柳田周辺)の都市計画用途地域の変更に併せ、平成 25 年度策定の北上市都市計画 

マスタープランの当該地区の土地利用方針を一部変更する。 

 

 

 

変更地区面積 都市計画マスタープラン

（ha） 現在の用途地域 変更後の用途地域 土地利用方針

①
幸町地区
(勤労者体育センター周辺) 2 第一種住居地域 商業地域 ※１街なか地区

②
若宮町地区
(北上駅西南の工業地域) 4 工業地域 第二種住居地域 住宅地隣接商業地区

49 第一種低層住居専用地域
第一種中高層住居
専用地域

住宅地区

16 第一種低層住居専用地域 第二種住居地域 住宅地隣接商業地区

④
江釣子ショッピングセン
ター周辺地区 24 準工業地域 近隣商業地域 ※２都市拠点(商業業務型)

○用途地域変更の概要

北鬼柳地区
(曽山・柳田周辺)

地　区
検討内容

③

-１- 

◆都市計画マスタープランの土地利用方針（参考） 

※１街なか地区  

商業・文化・行政施設などが集積し、都市の核として活力やにぎわいが創出され、北上市内外から多様な人が集う地区。 

※２都市拠点（商業業務型） 

自動車によるアクセス性がよく、商業施設や業務施設が集積していることから、北上市の商業・業務の一翼を担う核で 

あるとともに、医療・福祉などの安全・安心を支える機能が集まる拠点。 

北上都市計画用途地域 

２，３０７ｈａ 



① 幸町地区(勤労者体育センター周辺) (2ha) 

幸町の勤労者体育センター周辺の第一種住居地域を商業地域に変更する。 

 

 

 

② 若宮町地区(北上駅西南の工業地域)（4ha） 

  若宮町の北上駅西南の工業地域を、第二種住居地域に変更する。 

 

 

③ 北鬼柳地区(曽山・柳田周辺) (65ha)  

第一種低層住居専用地域を「第一種中高層住居専用地域（49ha）」と「第二種住居地域（16ha）」

に変更する。※北上都市計画マスタープランの土地利用方針も用途地域変更に併せて一部変更する。 

 

 

 

 

 

④ 江釣子ショッピングセンター周辺地区 

  江釣子ショッピングセンター周辺地区の準工業地域を「近隣商業地域(24ha)」に変更する。 

 

 

  

 

 

 

第一種住居地域 →  商業地域 

○建築可となる建物 

容積率 400％・建ぺい率 80％以下の建物 

店舗（3,000 ㎡超）、事務所（3,000 ㎡超）、

遊戯施設・風俗施設、倉庫業倉庫、危険性

や環境を悪化させるおそれが少ない 50 ㎡

超～150 ㎡以下の工場、自動車修理工場（50

㎡超～300 ㎡以下）、危険物の貯蔵・処置施

設（一定量以上） 

      工業地域 →   第二種住居地域 

○建築可となる建物：容積率 200％・建ぺい率 60％以下の建物 

ホテル・旅館、幼稚園、学校、大学、高専、専門学校、病院  

×建築不可となる建物：倉庫業を営む倉庫、工場（危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない 50 ㎡以下の工場

を除く）、自動車修理工場(50 ㎡以上)、危険物の貯蔵・処置施設（一定量以下） 

若宮町地区(北上駅西南の工業地域)

は、住居系の土地利用が中心となって

いる。北上駅へのアクセスをはじめ利

便性の高い地区であることから、居住

環境と調和した商業・業務施設等の立

地を誘導し、利便性の高い住宅地とし

て維持を図るため、第二種住居地域に

変更する。 

第二種住居地域 

 北上駅をはじめ店舗や飲食店が集積す

る地区に隣接する利便性の高い地区であ

ることから、低未利用地の有効活用を図

り、街なかの魅力を高めるため、西側の商

業地域と一体的に商業地域に指定する。 

江釣子ショッピングセンター周辺地区は、都市拠点

（商業業務型）として、商業・業務機能など市民の生

活利便性を高める機能を配置し、にぎわい創出や利便

性の向上を図る地区として位置付け、国道1 0 7号沿道

に商業・業務機能の土地利用を促進するため、近隣商

業地域へ変更する。 

※変更前の当該エリアの西側には、事業所や自動

車修理工場等があるため、準工業地域を一部残存

させることとする。 

  第一種低層住居専用地域 →  第一種中高層 

住居専用地域 

○建築可となる建物 

容積率 200％・建ぺい率 60％以下の建物 

店舗（500 ㎡以下）、大学、高専、専門学校、病院、

工場（50 ㎡以下） 

 北鬼柳地区(曽山・柳田周辺)は、一体的に第一種低層

住居専用地域が指定されていたが、住宅立地が進行しな

い状況にある。このため、店舗や業務施設等の立地を誘

導し、地区内の生活利便性を高め、民間の開発意欲を高

めるため、(都)飯豊赤坂線沿道及び(都)舘曽山・林崎柳

田線の都市計画道路計画線から 30ｍを第二種住居地域

に、その背後地を第一種中高層住専用居地域に変更する。 

  第一種低層住居専用地域 →  第二種住居地域 

○建築可となる建物      （都市計画道路計画線から30ｍ） 

容積率 200％・建ぺい率 60％以下の建物 

店舗（10,000 ㎡以下）、事務所等、ホテル・旅館、ボーリング場

等、カラオケ・麻雀（10,000 ㎡以下）、大学、高専、専門学校、

病院、自動車教習場、畜舎、工場（50 ㎡以下）、自動車修理工場

（50 ㎡以下）、危険物の貯蔵・処置施設（一定量以下） 

準工業地域 →   近隣商業地域 

○建築可となる建物：容積率 200％建ぺい率が 80％以下の建物 

×建築不可となる建物：風俗施設、工場(150 ㎡超)、自動車修理工場(300 ㎡超)、 

危険物の貯蔵・処理施設(一定量以上) 

近隣商業地域 

準工業地域 

(一部残存) 

（都）舘曽山・林崎柳田線の線形変更の都市計画決定を予定。 

 

 

商業地域 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

第一種中高層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

(都)飯豊赤坂線 

(都)舘曽山・林崎柳田線 

江釣子 SC 

第
二
種
住
居
地
域 

勤労者体育センター 

(都)飯豊赤坂線の西側エリアの第一種低層住居専用地

域については、補助幹線道路整備に係る事業の内容が

確定した際に、都市計画用途地域の見直しをする。 

-２- 


